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【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象

目項
根拠法令

事務事業評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額

658
19

1,800
14,822

5,059

       0.65

22,358

R02年度

19,816

17,299

600

8,009

8,690

17,299

498
17

1,800
13,396

5,837

       0.75

21,548

R03年度

18,057

15,711

600

7,297

7,814

15,711

0
0
0
0

0

       0.00

0

R04年度

皆減 皆減

0

0

0

0

0

本事業により、子育て中の親の子育てへの負担感の緩和や育児不安の解消などの効果が期待される。

・平成24年度からチャイルドシート無償貸出事業の開始
・すこやか保育応援事業(多子世帯保育料軽減事業)は、平
 　成27年度県単補助事業を継続したもので、平成29年度か
　ら「2人以上の子どもを持つ世帯」を追加し、対象者を
　拡充
・平成29年度からファミリーサポートセンター事業を委託
 ・平成30年度から出産祝品贈呈事業を実施

(1) ファミリーサポートセンター事業
(2) すこやか保育応援事業(多子世帯保
　　育料軽減事業)
(3) チャイルドシートの無償貸付事業
(4) 出産祝品贈呈事業

【令和 2年度　事業内容】

(1) ファミリーサポートセンター事業
(2) すこやか保育応援事業(多子世帯保
　　育料軽減事業)
(3) チャイルドシートの無償貸出事業
(4) 出産祝品贈呈事業

【令和 3年度　事業内容】 【令和 4年度　事業内容】

本事業は、子ども・子育て支援施策の一つとして位置付け
 ている子育て援助活動支援事業(ファミリーサポートセン
 ター事業)をはじめ、子育て世代の経済的負担の軽減を図
 るため、2人以上の子どもを持つ世帯の3歳未満児に係る利
用者負担額(保育料)を軽減する「すこやか保育応援事業(
多子世帯保育料軽減事業)」のほか、チャイルドシートの
無償貸出事業、出産祝品贈呈事業に取り組む

子育て支援事業（政策）

子育て世帯

03

対象

01
03

継続　（　　  年度～　）

市すこやか保育応援事業実施要綱、市チャ

 イルドシート貸付規則

子ども・子育て支援新制度
 事業

02

行政主体

多様な子育て支援サービスを提供し、子育てと仕事の両立をはじめ、子育ての不安解消を図り、安心して子育て
 できる環境の整備とともに、子どもの健やかな成長を支えることを目的とする。

07

令和 3年度

給付（物品・現金）

07 報償費
10 需用費
12 委託料
18 負担金、補助及び交付金

5．未来を担う若者を育むまちづくり

（1）次世代の育成支援

2　少子化対策

①子育て支援の充実

子ども家庭課

保育担当・児童担当

政策経費



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

　この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

　成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

　事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

　成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

　事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

子育て世帯を対象とした支援事業であることから、市の政策に結びつくものである。

子育て世帯を対象とした支援事業であることから妥当である。

R02年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

■統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

子育て世帯を対象とした支援事業であるが、出産時などの一時的な支援だけでなく、若年層・
子育て世代の定住化を促進する制度と連携を図ることで、より一層の成果が期待できる。また
、出産祝品贈呈事業において、祝品の選択肢を増やす施策の検討を進めることも必要である。

子育て世帯の経済的負担が増し、子育てや教育に係る費用負担をさらに重く感じ、経済的な理
由により理想の子ども数を持てなくなるおそれがあることから、事業を廃止または休止するこ
とはできない。

ほかに類似事業はない。

R03年度

■事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

子育て世帯を対象とした支援事業であり、子育て世帯に限定していることから、これ以上の削
減余地はない。

R04年度

■公平・公正である □見直す余地がある

子育て世帯を対象とした支援事業であることから、公平・公正である。

      79.00       66.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

対象者からの申請によって多子世帯保育料軽減事業費助成金を交付した世帯数
      91.00       68.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

多子世帯保育料軽減事業費助成金の交付世帯

単に子育て世帯の経済的な負担軽減を図るための措置だけでなく、安心して子どもを産み育て
る環境づくりを目指し、国や県、近隣自治体の動向を踏まえ、事業内容などの拡充や見直しを
図り、これまで以上に効率的かつ効果的な事業展開が必要である。

斎藤　隆男
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

少子化に歯止めがかからない中、若い世代が希望する子供を産み育てることができるよう、引き続き、経済的負担の軽減や地域におけ
 る子育て世帯の支援の充実について、より一層取り組むこと。

幕内　浩之
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

子育て世帯の支援として、事業を継続すること。

世帯

  14,822.00   13,395.00        0.00

      38.00       24.00        0.00

対象者に交付する多子世帯保育料軽減事業費助成金の総額

チャイルドシートを貸出した台数

  17,096.00   15,489.00        0.00

      50.00       45.00        0.00

多子世帯保育料軽減事業費助成金の交付総額

チャイルドシート貸出台数

千円

台


